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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第89期

第２四半期

累計期間

第90期

第２四半期

累計期間

第89期

第２四半期

会計期間

第90期

第２四半期

会計期間

第89期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 4,143,2492,799,1412,043,9301,472,5127,345,960

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） 1,314△150,028△3,242 △71,986△300,642

四半期（当期）純損失 （千円） 254,711 91,808 243,320 36,3651,284,473

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 2,321,6582,321,6582,321,658

発行済株式総数 （千株） － － 58,643 58,643 58,643

純資産額 （千円） － － 2,453,5351,523,9461,547,229

総資産額 （千円） － － 5,926,5394,327,9174,644,061

１株当たり純資産額 （円） － － 41.90 26.03 26.42

１株当たり四半期（当
期）純損失金額

（円） 4.35 1.57 4.16 0.62 21.93

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 41.4 35.2 33.3

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △147,939△87,628 － － △65,381

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 28,921 130,433 － － △65,634

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 77,700△256,746 － － △99,983

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － － 828,288423,857637,799

従業員数 （名） － － 191 178 188

(注) １　当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は子会社及び関係会社を有していないので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しており

ません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、当社は関係会社を有しておらず、その異動はありません。

３ 【関係会社の状況】

当社は関係会社を有していないので、連結財務諸表並びにセグメント情報等も作成しておりません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 178　

(注) 　　従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社は生産活動を行なっておりませんので、該当事項はありません。

　

(2)　受注実績

当社は受注から役務の提供までの期間が短期間のため記載を省略しております。

　

(3)　取扱実績

当第２四半期会計期間における取扱実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別の名称 　生産高(千円) 前年同期比(％)

港湾運送部門 1,231,967 △29.6

自動車運送部門 230,609 △14.2

倉庫部門 7,430 △66.8

保険その他部門 2,505 △25.8

合計 1,472,512 △28.0

　　　（注）上記金額には、消費税等は含まれまれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて、下記事項を除き重要な変更はありません。

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

継続的な営業損失の計上について

当社は前事業年度まで２期連続して営業損失を計上しており、当第２四半期会計期間においても、67,851

千円の営業損失を計上いたしました。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況が存在しております。

継続的な営業キャッシュ・フローのマイナスについて

当社は前事業年度まで４期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しておりましたが、第１

四半期においては、21,346千円のプラスに転換しておりました。しかしながら当第２四半期累計期間におい

ては、87,628千円の営業キャッシュ・フローのマイナスを計上いたしました。引き続き海上運賃・関税消費

税等の立替金の削減に取り組んでいるものの、売上回復に伴う営業未収入金や立替金の増加額は大きく、営

業キャッシュ・フローのマイナス要因となりました。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

１．提出会社の代表者による財政状態及び経営成績に関する分析・検討内容
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(1)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間（平成21年７月１日～９月30日）の世界経済は、引続き厳しい状況にあります

が、各国の金融・財政政策の効果もあり、中国をはじめとするアジア諸国を中心に景気は持ち直しつつあ

ります。しかしながら、依然として景気の更なる下振れや景気後退の長期化懸念が残るなど、予断を許さな

い状況にあります。わが国においては、在庫調整の進展や中国向け輸出の増加等により景気は緩やかに回

復してきておりますが、設備投資の減少、雇用情勢の一層の悪化、急速な円高進行などから、厳しい状況が

続いております。

当社の当第２四半期会計期間の営業収入は前年同会計期間比△571,418千円（△28.0%）の1,472,512

千円となりました。前年同会計期間比とはまだ乖離がある状況ものの、業況は回復の兆しを見せつつあり、

第１四半期会計期間比+145,884千円(+11.0%)となりました。 

採算性の低い賃借施設の返還、人件費の削減等により損益分岐点は下がってきており、営業力の強化と

併せ、今後更に収益改善を図ってまいります。但し、当第２四半期会計期間における販売費及び一般管理費

のうちの従業員給料につきましては、前年同会計期間比5,151千円増加しております。これは、役員から顧

問への１名異動、顧問・出向者の管理部門への集約等によるものであり、人件費全体については減少して

おります。

また、特別損失として投資有価証券評価損37,327千円等を計上しました。投資有価証券評価損につきま

しては、洗替法を選択しており、四半期末毎に見直しをするものであります。

この結果、当第２四半期会計期間の営業損失は67,851千円（前年同会計期間比△36,481千円）、経常損

失は71,986千円（前年同会計期間比△68,744千円）、四半期純損失は36,365千円（前年同会計期間比

+206,955千円）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産は 1,995,800千円となりました。前事業年度末比136,205千

円減少しております。これは現金及び預金の減少131,242千円等によるものです。

（固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産は 2,332,117千円となりました。前事業年度末比135,543千

円減少しております。これは投資有価証券の減少115,691千円等によるものです。

（流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債は 2,021,809千円となりました。前事業年度末比169,594千

円減少しております。これは借入金の減少169,380千円等によるものです。

（固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債は 782,160千円となりました。前事業年度末比66,056千円

減少しております。これは長期借入金の減少71,040千円等によるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産は 1,523,946千円となりました。前事業年度末比23,283千円

減少しております。これは繰越利益剰余金の減少91,809千円、その他有価証券評価差額金の増加68,694千

円等によるものです。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

現金及び現金同等物の当四半期末残高は 423,857千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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当第２四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは △108,975千円（前年同四半期

会計期間比+26,876千円）となりました。これは売上債権の増加116,610千円、立替金の増加103,957千円、

仕入債務の増加87,484千円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは 97,810千円（前年同四半期会

計期間比+106,923千円）となりました。これは投資有価証券売却による収入（純額）179,491千円、定期

預金等の預入による支出45,400千円、有形固定資産取得による支出44,687千円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△97,449千円（前年同四半期会

計期間比+7,397千円）となりました。これは借入金の減少額93,510千円等によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、ここ数年における当業界のビジネス環境の変化を鑑みると、当社を取り巻く事業環境は、更に

厳しさを増すことが予想されます。当社としましては、如何なる状況においても対応可能な企業体制の確

立とそれを担う人材の育成が急務となっております。

　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策

継続的な営業損失に対する対応策

①設備等の見直しによる固定費の削減及び人件費の削減

平成19年４月の吸収合併及び売上増加の見込みに基づき肥大化した設備の見直しを行い、賃借施設

の返還により固定費の大幅な削減をいたします。

②営業強化を目的とした人的資源の集中

営業強化に人的資源の集中を図り、新規拡大に特化した部署を新設し、積極的な営業展開を図ってま

いります。

③港湾貨物の領域を越えた物流サービスの提供

従来の港湾作業だけでなく、流通加工、保管、配送など幅広く港湾貨物の領域を越えた物流サービス

の提供を図ってまいります。

④主要港湾業者との提携強化による競争力向上

新しい物流の商品化を図るため、主要港湾業者との提携を強化し、国際複合一環輸送での競争力を高

めてまいります。
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継続的な営業キャッシュ・フローのマイナスに対する対応策

①海上運賃、関税消費税等の一時的立替の削減

荷主が負担すべき海上運賃、関税消費税等を一時的に立替することが当業界の慣例になっておりま

すが、営業キャッシュ・フロー悪化の大きな要因となっております。

粘り強く交渉し、立替発生の抑制と早期回収推進による削減を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却の計画等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成21年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 58,643,375 58,643,375
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 58,643,375 58,643,375－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

株主総会の特別決議日（平成16年6月29日）

　
第２四半期会計期間末現在

(平成21年9月30日)

新株予約権の数(個) 978　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 978,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり 110

新株予約権の行使期間 平成18年7月1日～平成23年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1株当たり 110

資本組入額　1株あたり  55

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）　１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

　　　　２　新株予約権の行使の条件

　　　　（１）各新株予約権の一部行使はできないものとする。ただし、当社が１単元の株式の数を

　　　　　　　減少した場合には、減少後の１単元またはその整数倍の数の株式を目的として、新株

　　　　　　　予約権の一部を行使できるものとする。

　　　　（２）新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、従業員、顧問の地位にあるこ

　　　　　　　とを要す。ただし、行使期間の開始前に任期満了による退任、定年退職した場合、平成

　　　　　　　18年7月1日から1年以内に限り新株予約権を行使できるものとする。

　　　　（３）新株予約権者は、行使期間中に当社の取締役、従業員、顧問を任期満了による退任、
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　　　　　　　定年退職した場合、当該退任退職の比から６ヶ月以内に限り新株予約権を行使できる

　　　　　　　ものとする。

　　　　（４）（２）及び（３）は、新株予約権者である取締役が当社の完全子会社またはそれに準

　　　　　　　ずる当社の非上場子会社の取締役に就任するために取締役を退任し、当社の顧問に就

　　　　　　　任した場合、及び新株予約権者である従業員、顧問が当社の取締役に就任するために

　　　　　　　退職、退任した場合には適用されないものとする。

　　　　（５）その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株

　　　　　　　予約権者との間で締結する契約に定めるものとする。

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成21年９月30日 － 58,643,375 － 2,321,658 － 241,563
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(5) 【大株主の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

大運協力会社持株会 大阪市西区西本町1丁目10-10 2,677 4.57

大運従業員持株会 大阪市西区西本町1丁目10-10 1,614 2.75

藤　本　弘　和 大阪府吹田市 1,544 2.63

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜2丁目4-6 1,530 2.61

柴　田　剛　志 千葉県市川市 1,365 2.33

松　田　芳　郎 愛媛県今治市 1,127 1.92

柴　田　芳　男 愛知県岡崎市 716 1.22

加　藤　清　行 愛媛県新居浜市 530 0.90

澤　吉　　修 大阪府高槻市 515 0.88

中　塚　英　雄 兵庫県川西市 500 0.85

猪　狩　政　臣 茨城県笠間市 500 0.85

計 － 12,620 21.52
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 87,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 57,542,00057,542 －

単元未満株式 普通株式 1,014,375 － －

発行済株式総数 　 58,643,375 － －

総株主の議決権 　 － 57,542 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権

　　　　　　12個）含まれております。

　　　　２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式913株が含まれております。

②　【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市西区西本町 　 　 　 　

株式会社大運 1-10-10 87,000 － 87,000 0.15　　

計 － 87,000 － 87,000 0.15

　

（注）当第2四半期会計期間末日現在の自己株式は、87,913株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 36 36 51 70 73 63

最低(円) 29 32 36 43 55 47

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四

半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月

１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表について、また、当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日ま

で）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、かがやき監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

　　当社は子会社を有していないので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】
(1)　【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期
会計期間末

(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※２
 744,057

※２
 875,299

受取手形 3,779 7,140

営業未収入金 814,178 800,953

立替金 375,550 343,353

その他 71,226 107,400

貸倒引当金 △12,992 △2,141

流動資産合計 1,995,800 2,132,005

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※２
 274,103

※２
 284,547

構築物（純額） 3,620 3,806

機械及び装置（純額） 54,522 62,383

車両運搬具（純額） 138,988 168,821

工具、器具及び備品（純額） 18,246 20,837

土地 ※２
 576,183

※２
 576,183

リース資産（純額） 21,184 9,699

有形固定資産合計 ※１
 1,086,849

※１
 1,126,279

無形固定資産

のれん 488,793 502,758

その他 38,766 44,767

無形固定資産合計 527,559 547,526

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 556,431 672,122

差入保証金 88,425 115,425

その他 389,563 357,678

貸倒引当金 △316,711 △306,976

投資その他の資産合計 717,707 838,250

固定資産合計 2,332,117 2,512,056

資産合計 4,327,917 4,644,061
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(単位：千円)

当第２四半期
会計期間末

(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 88,138 96,299

営業未払金 500,283 463,414

短期借入金 600,000 727,000

1年内償還予定の社債 － 10,000

1年内返済予定の長期借入金 581,220 623,600

未払金 64,320 70,118

未払法人税等 28,538 32,611

賞与引当金 50,471 60,136

その他 108,837 129,130

流動負債合計 2,021,809 2,212,310

固定負債

長期借入金 529,440 600,480

退職給付引当金 136,838 139,936

その他 115,882 144,104

固定負債合計 782,160 884,521

負債合計 2,803,970 3,096,831

純資産の部

株主資本

資本金 2,321,658 2,321,658

資本剰余金

資本準備金 241,563 241,563

その他資本剰余金 433,864 434,013

資本剰余金合計 675,428 675,577

利益剰余金

利益準備金 5,856 5,856

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,376,282 △1,284,473

利益剰余金合計 △1,370,426 △1,278,617

自己株式 △10,441 △10,422

株主資本合計 1,616,218 1,708,196

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △92,272 △160,966

評価・換算差額等合計 △92,272 △160,966

純資産合計 1,523,946 1,547,229

負債純資産合計 4,327,917 4,644,061

EDINET提出書類

株式会社大運(E04247)

四半期報告書

16/32



(2)　【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収入 4,143,249 2,799,141

営業原価 3,936,545 2,751,092

営業総利益 206,703 48,048

販売費及び一般管理費 ※1
 244,515

※1
 235,412

営業損失（△） △37,811 △187,363

営業外収益

受取利息 988 491

受取配当金 13,056 8,951

保険返戻金 36,239 －

受取補償金 － 38,628

その他 11,646 17,168

営業外収益合計 61,930 65,238

営業外費用

支払利息 21,624 21,400

その他 1,179 6,503

営業外費用合計 22,804 27,904

経常利益又は経常損失（△） 1,314 △150,028

特別利益

固定資産売却益 1,492 1,337

投資有価証券売却益 － 81,753

償却債権取立益 3,967 －

賞与引当金戻入額 － 19,138

その他 － 759

特別利益合計 5,459 102,989

特別損失

投資有価証券売却損 1,276 1,401

投資有価証券評価損 219,314 37,327

貸倒引当金繰入額 36,979 3,131

その他 － 66

特別損失合計 257,571 41,926

税引前四半期純損失（△） △250,797 △88,965

法人税、住民税及び事業税 3,913 2,843

法人税等合計 3,913 2,843

四半期純損失（△） △254,711 △91,808
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収入 2,043,930 1,472,512

営業原価 1,962,683 1,413,267

営業総利益 81,247 59,245

販売費及び一般管理費 ※1
 112,617

※1
 127,097

営業損失（△） △31,370 △67,851

営業外収益

受取利息 580 288

受取配当金 637 163

保険返戻金 36,239 －

その他 2,862 10,908

営業外収益合計 40,319 11,360

営業外費用

支払利息 11,069 10,262

その他 1,122 5,233

営業外費用合計 12,191 15,496

経常損失（△） △3,242 △71,986

特別利益

固定資産売却益 962 869

投資有価証券売却益 － 73,637

償却債権取立益 3,967 －

その他 － 759

特別利益合計 4,930 75,266

特別損失

投資有価証券売却損 1,276 831

投資有価証券評価損 212,521 37,327

貸倒引当金繰入額 29,654 －

その他 － 65

特別損失合計 243,452 38,224

税引前四半期純損失（△） △241,765 △34,944

法人税、住民税及び事業税 1,554 1,421

法人税等合計 1,554 1,421

四半期純損失（△） △243,320 △36,365
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(3)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △250,797 △88,965

減価償却費 60,551 67,153

のれん償却額 20,506 13,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） 35,031 20,586

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,848 △9,665

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,183 △3,098

受取利息及び受取配当金 △14,045 △9,442

支払利息 21,624 21,400

為替差損益（△は益） 202 －

有形固定資産売却損益（△は益） △1,492 △1,278

投資有価証券売却損益（△は益） 1,276 △80,352

投資有価証券評価損益（△は益） 219,314 37,327

売上債権の増減額（△は増加） 166,959 △41,974

仕入債務の増減額（△は減少） 30,938 29,530

長期前払費用の増減額（△は増加） 373 －

立替金の増減額（△は増加） △427,972 △32,197

その他 － 1,151

その他の資産の増減額（△は増加） 16,853 33,368

その他の負債の増減額（△は減少） △36,865 △26,472

小計 △137,507 △68,963

利息及び配当金の受取額 14,045 9,442

利息の支払額 △21,767 △21,191

法人税等の支払額 △2,710 △6,916

営業活動によるキャッシュ・フロー △147,939 △87,628

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △82,700

定期預金の払戻による収入 80,000 －

有形固定資産の取得による支出 △37,422 △45,187

有形固定資産の売却による収入 2,600 2,222

投資有価証券の取得による支出 △19,224 △57,204

投資有価証券の売却による収入 4,422 287,975

長期貸付けによる支出 △15,000 △7,070

長期貸付金の回収による収入 16,388 6,892

差入保証金の差入による支出 △3 －

出資金の払込による支出 － △566

出資金の回収による収入 160 －

保険積立金の積立による支出 △2,998 －

その他の支出 － △2

その他の収入 － 26,075
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー 28,921 130,433

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 710,000 －

短期借入金の返済による支出 △330,000 －

短期借入金の増減額（△は減少） － △127,000

長期借入れによる収入 90,000 175,000

長期借入金の返済による支出 △273,820 △288,420

社債の償還による支出 △60,000 △10,000

自己株式の売却による収入 281 79

自己株式の取得による支出 △199 △247

配当金の支払額 △58,561 △213

リース債務の返済による支出 － △5,944

財務活動によるキャッシュ・フロー 77,700 △256,746

現金及び現金同等物に係る換算差額 △202 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △41,519 △213,942

現金及び現金同等物の期首残高 869,808 637,799

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 828,288

※1
 423,857
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期累計期間において総額表示しておりました「短期借入れによる収入」（当第２四半期累計期間　
614,000千円）及び「短期借入金の返済による支出」（当第２四半期累計期間741,000千円）は、期間が短く、かつ
回転が速いため「短期借入金の増減額（△は減少）」として純額表示する方法に変更しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

1.一般債権の貸倒見積高の算定方法
当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前

会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。

2.固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定しており
ます。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

1.税金費用の計算

税金費用については、税引前四半期純損失であるため、年間の均等割を期間按分して計算しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末

(平成21年９月30日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

 
※２担保資産
　　預金
　　建物
　　土地
　　投資有価証券
　　　計

1,386,329千円

 
 
 307,500千円
 108,103千円
 573,132千円
 142,100千円
1,130,835千円

※１有形固定資産の減価償却累計額

 
※２担保資産
　　預金
　　建物
　　土地
　　　計　　　　
 

1,357,445千円

 
 
237,500千円
111,093千円
573,132千円
922,576千円
 

　 　

　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 42,340千円

従業員給料（賞与除く） 35,175千円

退職給付費用 2,056千円

減価償却費 3,629千円

のれん償却額

                    ───

20,506千円

          

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 34,917千円

従業員給料（賞与除く） 40,237千円

退職給付費用 1,945千円

減価償却費

のれん償却額

7,768千円

      13,965千円

貸倒引当金繰入 15,207千円

　 　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 21,790千円

従業員給料（賞与除く） 16,483千円

退職給付費用 740千円

減価償却費 1,814千円

のれん償却額

                    ───

10,253千円

          

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 16,685千円

従業員給料（賞与除く） 21,634千円

退職給付費用 938千円

減価償却費 4,415千円

のれん償却額

貸倒引当金繰入

6,982千円

15,207千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の第２四半期累計期間末残高
と第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係（平成20年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の第２四半期累計期間末残高
と第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係（平成21年９月30日現在）

　

現金及び預金勘定 1,035,788千円

担保差入定期預金 △207,500千円

現金及び現金同等物 828,288千円

　

　

現金及び預金勘定 744,057千円

担保差入定期預金 △307,500千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△12,700千円

現金及び現金同等物 423,857千円

　

　 　

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び

当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

会計期間末

（株）

　普通株式 58,643,375

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

会計期間末

（株）

　普通株式 87,913

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末に属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）

　

時価のある満期保有目的の債券及びその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額に前事業年度の末日に比べて著しい変動が認

められます。

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価

(千円)

四半期貸借対照表計上額

(千円)

差額

(千円)

株　式 652,632 521,164 △131,468

債　券 10,494 10,494 ─

その他 24,547 26,416 1,868

合計 696,525 566,926 △129,599

(注)当会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について37,327千円減損処理を行っています。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプション等関係につきましては、当四半期会計期間において変動はありません。
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(企業結合等関係)

　企業結合等関係につきましては、当四半期において変動はありません。

(持分法損益等)

当社は子会社及び関係会社を有していないので、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末

(平成21年９月30日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 26円03銭

　

　

１株当たり純資産額 26円42銭

　

　 　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第２四半期会計期間末

(平成21年９月30日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,523,946 1,547,229

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る純資産額（千円） 1,523,946 1,547,229

普通株式の発行済株式数（千株） 58,643 58,643

普通株式の自己株式数（千株） 87 85

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の
数（千株）

58,555 58,558

　

２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失 4円35銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 ─

 

１株当たり四半期純損失 1円57銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 ─

　 　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　　　２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第２四半期累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期損益計算書上の四半期純損失（千円） 254,711 91,808

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 254,711 91,808

　普通株式の期中平均株式数（千株） 58,560 58,557

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動が

ある場合の概要

― ―
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第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失金額 4円16銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 ─

 

１株当たり四半期純損失金額 0円62銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 ─

　 　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　　　２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第２四半期会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期損益計算書上の四半期純損失（千円）　 243,320 36,365

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 243,320 36,365

　普通株式の期中平均株式数（千株） 58,559 58,556

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動が

ある場合の概要

― ―

　

EDINET提出書類

株式会社大運(E04247)

四半期報告書

27/32



(重要な後発事象)

当第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　（株主割当増資について）

　当社は、平成21年10月19日開催の当社取締役会において、株主割当増資による新株式発行を決議いたしま

した。

　当該新株発行の概要は以下のとおりであります。

（１）募集の方法：株主割当増資

（２）割当の方法：平成21年11月16日（月曜日）最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録

された株主に対し、その所有株式１株につき0.2株の割合をもって新株式を割当てる。

ただし、株式の割当を受ける権利を有する株主が所定の申込をしないときは、当該株主

は、株式の割当を受ける権利を失い、当該株主への新株式の割当は行われない。

（３）株式の種類：普通株式 

（４）株式の数：11,711,612株

（５）株式の発行価額：１株につき40円

（６）株式の発行総額：468,464,480円

（７）資本組入額：１株につき20円

（８）新株発行のスケジュール：

申込期間　平成21年12月３日から平成21年12月15日まで

払込期間　平成21年12月22日

（９）資金の使途：

差引手取概算額451,464円は下記の運転資金に充当する予定であります。

①荷主が支払うべき海上運賃・関税・消費税などの立替金等300,000千円

②業容拡大に伴う営業原価（荷役費用等）の支払資金100,464千円

③コンテナヤードの確保のための費用（施設使用料）51,000千円

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

株式会社大運

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    上    田    勝    久    印

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    奥    村    隆    志    印
　

　 　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大運の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第89期事業年度の第２四半期会計期間(平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大運の平成20年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、第１四

半期から、顧客である荷主が支払うべき海上運賃、関税及び消費税の当社立替額を営業収入と営業原価に両建

計上する方法から両建計上しない方法に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社大運

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    上    田    勝    久    印
　

　 　
　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    奥    村    隆    志    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大運の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第90期事業年度の第２四半期会計期間(平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大運の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月19日開催の取締役会において、株主割当によ

る新株発行を決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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